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議案第１４号 

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例 

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

上尾市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

３ 市長 上尾市重度心身障害者医療費支給条例（昭和４８年上尾

市条例第３６号）による重度心身障害者医療費の支給に

関する事務であって規則で定めるもの 

４ 市長 上尾市重度心身障害者福祉手当支給条例（昭和４４年上

尾市条例第２４号）による重度心身障害者福祉手当の支

給に関する事務であって規則で定めるもの 

５ 市長 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）による地域生活支

援事業の実施に関する事務であって規則で定めるもの 

６ 市長 小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用具の給付に

関する事務であって規則で定めるもの 

７ 市長 補聴器を購入した難聴児の保護者に対する補聴器購入費

助成金の交付に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２の２の項中「実施」の次に「又は徴収金の徴収」を加え、「又は

健康増進法」を「、健康増進法」に、「であって」を「、上尾市重度心身障

害者医療費支給条例による重度心身障害者医療費の支給に関する情報（以下

「重度心身障害者医療費支給関係情報」という。）、上尾市重度心身障害者

福祉手当支給条例による重度心身障害者福祉手当の支給に関する情報、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による地域生活支
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援事業に関する情報又は小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用具の給

付に関する情報であって」に改め、同表の４の項中「）又は」を「）、」に、

「であって」を「又は重度心身障害者医療費支給関係情報であって」に改め、

同表の６の項中「障害者関係情報」を「児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）による障害児入所支援若しくは措置（同法第２７条第１項第３号の措

置をいう。）に関する情報（以下「障害児入所支援等関係情報」という。）、

障害者関係情報」に改め、同表の７の項中「又は特別障害者手当」を「若し

くは特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法

律第３４号）附則第９７条第１項の福祉手当（以下「障害児福祉手当等」と

いう。）」に、「障害者関係情報」を「障害児入所支援等関係情報、障害者

関係情報」に改め、同表の８の項中「又はひとり親家庭等医療費支給関係情

報」を「、ひとり親家庭等医療費支給関係情報又は重度心身障害者医療費支

給関係情報」に改め、同表１３の項中「医療保険給付関係情報」の次に「、

障害児入所支援等関係情報」を加え、「又はひとり親家庭等医療費支給関係

情報」を「、ひとり親家庭等医療費支給関係情報又は重度心身障害者医療費

支給関係情報」に改め、同表の１４の項中「医療保険給付関係情報」の次に

「、障害児入所支援等関係情報」を加え、「、地方税関係情報」を削り、

「又はこども医療費支給関係情報」を「、地方税関係情報、こども医療費支

給関係情報又は重度心身障害者医療費支給関係情報」に改め、同表に次のよ

うに加える。 

１５ 市長 上尾市重度心身障害

者医療費支給条例に

よる重度心身障害者

医療費の支給に関す

る事務であって規則

で定めるもの 

医療保険給付関係情報、障害児入

所支援等関係情報、障害者関係情

報、生活保護関係情報、中国残留

邦人等支援給付関係情報、地方税

関係情報、障害者自立支援給付関

係情報、こども医療費支給関係情

報又はひとり親家庭等医療費支給

関係情報であって規則で定めるも

の 

１６ 市長 上尾市重度心身障害

者福祉手当支給条例 

障害児入所支援等関係情報、障害

者関係情報、障害児福祉手当等の 
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 による重度心身障害

者福祉手当の支給に

関する事務であって

規則で定めるもの 

支給に関する情報、地方税関係情

報、介護保険給付等関係情報又は

障害者自立支援給付関係情報であ

って規則で定めるもの 

１７ 市長 障害者の日常生活及

び社会生活を総合的

に支援するための法

律による地域生活支

援事業の実施に関す

る事務であって規則

で定めるもの 

障害児入所支援等関係情報、障害

者関係情報、生活保護関係情報、

中国残 留邦 人等 支 援給付 関係 情

報、地方税関係情報、住民票関係

情報、介護保険給付等関係情報又

は障害者自立支援給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

１８ 市長 小児慢性特定疾病児

童等に対する日常生

活用具の給付に関す

る事務であって規則

で定めるもの 

障害者関係情報、生活保護関係情

報、中国残留邦人等支援給付関係

情報、地方税関係情報又は住民票

関係情報であって規則で定めるも

の 

１９ 市長 補聴器を購入した難

聴児の保護者に対す

る補聴器購入費助成

金の交付に関する事

務であって規則で定

めるもの 

障害者関係情報、地方税関係情報

又は住民票関係情報であって規則

で定めるもの 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

提案理由  

本市において個人番号を独自に利用する事務を追加するとともに、当該

事務を処理するために利用することができる特定個人情報を定めたいので、

この案を提出する。 
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議案第１５号 

上尾市公の施設の指定管理者候補者選定委員会条例の制定について 

上尾市公の施設の指定管理者候補者選定委員会条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市公の施設の指定管理者候補者選定委員会条例 

（設置） 

第１条 上尾市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１７年上尾市条例第２４号。第５条第３項において「条例」という。）

の規定に基づく指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の指定を公

正かつ適正に行うため、必要に応じ、指定管理者候補者選定委員会（次条

を除き、以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 前項の規定による委員会の設置は、公の施設（地方自治法第２４４条第

１項に規定する公の施設をいう。以下同じ。）ごとに行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、２以上の公の施設が隣接し、又は近接し、か

つ、これらの公の施設が一体的に管理されることにより効率的な管理が図

られると認められる場合には、当該２以上の公の施設について、一の委員

会を設置する。 

４ 前２項の規定にかかわらず、２以上の公の施設の指定管理者の指定に係

る事務を一の委員会において所掌することにより効率的かつ適正な審査を

行うことが可能になると認められる場合には、当該２以上の公の施設につ

いて、一の委員会を設置することができるものとする。 

 （名称） 

第２条 指定管理者候補者選定委員会の名称は、「指定管理者候補者選定委

員会」の前に当該指定管理者候補者選定委員会に係る公の施設（以下「関

係施設」という。）の名称を冠するものとする。 

 （所掌事務） 

第３条 委員会は、関係施設の指定管理者の候補者の選定に関する事務を所

掌する。 

（組織） 
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第４条 委員会は、委員８人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 指定管理者制度又は財務若しくは労務管理に精通した者 

(2) 指定管理者の候補者の選定に関し、市長が必要と認める者 

(3) 市職員 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から関係施設の指定管理者の指定

をする日までとする。 

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、

その職を失う。 

３ 委員（前条第２項第３号に掲げる委員を除く。）は、当該委員が理事そ

の他の役員に就任している法人その他の団体が、条例第２条の規定により、

関係施設の指定管理者の指定の申請をした場合は、当該関係施設に係る委

員会の委員の職を失う。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員会の会議は、非公開とする。 

（関係者の会議への出席等） 

第８条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係者に対して、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその意見

若しくは説明を聴くことができる。 

（報告） 
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第９条 委員長は、第３条に掲げる所掌事務に関し成果を得たときその他必

要があると認めるとき、又は市長の要求があったときは、その成果又は委

員会における活動の状況を市長に報告するものとする。 

 （守秘義務） 

第１０条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、関係施設を所管する部において処理する。 

 （教育委員会所管の公の施設への適用） 

第１２条 この条例を教育委員会が所管する公の施設に係る委員会に適用す

る場合においては、第４条第２項及び第９条中「市長」とあるのは、「教

育委員会」とする。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員長が委員会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）  

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

  第１条の２中第１３号の３を第１３号の４とし、第１３号の２の次に次

の１号を加える。  

  (13)の３ 指定管理者候補者選定委員会委員  

  別表第１中１３の３の項を１３の４の項とし、１３の２の項の次に次の

ように加える。  

１３  

の３  

指定管理者候補者選定委員会 

委員長 

委員  

 

日額 ７，０００円 

日額 ６，０００円 
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提案理由  

公の施設に係る指定管理者の候補者の選定を行うため、附属機関として

指定管理者候補者選定委員会を設置したいので、この案を提出する。 
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議案第１６号 

上尾市幼児教育推進協議会条例の制定について 

上尾市幼児教育推進協議会条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市幼児教育推進協議会条例 

（設置） 

第１条 幼児教育の推進を図るため、上尾市幼児教育推進協議会（以下「協

議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮

問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 幼児教育の推進に関する調査研究に関すること。 

(2) 幼稚園（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼

稚園をいう。次条第２項において同じ。）、認定こども園（就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園をいう。次条

第２項において同じ。）及び保育所（児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）第３９条第１項に規定する保育所をいう。次条第２項において

同じ。）と小学校との連携の具体的な推進に関すること。 

(3) その他幼児教育の推進に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(1) 幼児教育に関し学識経験のある者 

(2) 市内に設置されている保育所において保育事業に携わる者 

(3) 市内に設置されている幼稚園又は認定こども園において幼児教育に携

わる者 

(4) 市立小学校の校長を代表する者 

(5) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

（委員の任期） 
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第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、

その職を失う。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 協議会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

２ 委員長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員は、自己に直接利害関係のある議事については、加わることができ

ない。ただし、協議会の会議において議決による同意があったときは、こ

の限りでない。 

（関係者の会議への出席等） 

第７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係者に対して、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその意見

若しくは説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

協議会が定める。 

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）  

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

  第１条の２第２７号の２の次に次の１号を加える。  

  (2 7 )の３ 幼児教育推進協議会委員  

  別表第１の２７の２の項の次に次のように加える。  

２７  

の３  

幼児教育推進協議会  

 委員長 

委員  

 

日額 ７，０００円 

日額 ６，０００円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

幼児期の教育の推進に関する事項を調査審議するため、附属機関として

上尾市幼児教育推進協議会を設置したいので、この案を提出する。 
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議案第１７号 

上尾市就学支援委員会条例の制定について 

上尾市就学支援委員会条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市就学支援委員会条例 

（設置） 

第１条 上尾市立小・中学校に就学を予定し、又は就学をしている児童又は

生徒で、障害があるもの（以下「対象児童生徒」という。）の適切な就学

に係る教育的支援を図るため、上尾市就学支援委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮

問に応じ、次に掲げる事項について、調査審議を行う。 

(1) 対象児童生徒の障害の種類及び程度の判断に関すること。 

(2) 対象児童生徒の就学に係る教育的支援に関すること。 

(3) その他障害があるため教育上特別な措置を必要とする児童又は生徒の

就学に係る教育的支援に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２１人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(1) 医師 

(2) 学識経験者 

(3) 障害福祉に関係する機関の職員 

(4) 特別支援学校の教職員 

(5) 上尾市立小学校及び中学校の校長及び教員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、

その職を失う。 
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３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

２ 委員長及び副委員長の任期は、２年とする。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

 （調査専門員） 

第７条 委員会に、特定の事項を調査研究させるため、調査専門員を置くこ

とができる。 

２ 調査専門員は、教育委員会の事務局又は所管に属する機関の職員のうち

から、教育委員会が任命する。 

３ 調査専門員の任期は、当該特定の事項の調査研究に必要な期間とする。 

（部会） 

第８条 委員会は、特定の事項を調査審議させるため、部会を置くことがで

きる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員及び調査専門員をもって構成する。 

３ 部会に、部会長を置き、委員長が指名する委員をもって充てる。 

４ 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は

委員会が、部会の運営に関し必要な事項は部会が定める。 

附 則 
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 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）  

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

  第１条の２第２７号の３の次に次の１号を加える。  

  (27)の４ 就学支援委員会委員  

  別表第１の２７の３の項の次に次のように加える。  

２７  

の４  
就学支援委員会委員  日額 ２０，０００円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

障害がある児童又は生徒の適切な就学に係る教育的支援を図るため、附

属機関として上尾市就学支援委員会を設置したいので、この案を提出する。 
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議案第１８号 

上尾の摘田・畑作用具保存活用検討委員会条例の制定について 

上尾の摘田・畑作用具保存活用検討委員会条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾の摘田・畑作用具保存活用検討委員会条例 

（設置） 

第１条 有形の民俗文化財（文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第

２条第１項第３号に規定する民俗文化財をいう。）である上尾の摘田・畑

作用具（以下単に「上尾の摘田・畑作用具」という。）の計画的な保存及

び活用を図るため、上尾の摘田・畑作用具保存活用検討委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮

問に応じ、次に掲げる事項について調査審議するものとする。 

(1) 上尾の摘田・畑作用具の保存及び活用に関する計画の作成及び変更に

関すること。 

(2) 上尾の摘田・畑作用具の保存環境の整備に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、上尾の摘田・畑作用具の保存及び活用に

関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

(1) 文化財に関して優れた識見を有する者 

(2) 各種団体を代表する者  

(3) その他教育委員会が必要と認める者  

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 
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第５条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によりこれ

を定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

（関係機関の会議への出席等） 

第７条 委員会は、その所掌事務に関し助言又は指導を得るため、文化庁、

埼玉県教育委員会その他の関係機関に対し、会議への出席を求めてその意

見又は説明を聴くことができる。 

２ 前項に定めるもののほか、委員会は、その所掌事務を遂行するため必要

があると認めるときは、関係者に対して、資料の提出を求め、又は会議へ

の出席を求めてその意見若しくは説明を聴くことができる。 

（文化財保護審議会への報告） 

第８条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会における調査審議の

状況を上尾市文化財保護条例（平成１８年上尾市条例第８号）第２４条に

規定する上尾市文化財保護審議会に報告するものとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、教育委員会事務局教育総務部において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員会が定める。 

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）  
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２  上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

  第１条の２第２８号の次に次の１号を加える。  

  (2 8 )の２ 上尾の摘田・畑作用具保存活用検討委員会委員  

  別表第１の２８の項の次に次のように加える。  

２８  

の２  

上尾の摘田・畑作用具保存活用検討 

委員会  

 委員長 

委員  

 

 

日額 ７，０００円 

日額 ６，０００円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

有形の民俗文化財である上尾の摘田・畑作用具の計画的な保存及び活用

に関する事項を調査審議するため、附属機関として上尾の摘田・畑作用具

保存活用検討委員会を設置したいので、この案を提出する。
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議案第１９号  

上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

   上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例  

 上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年上尾市条例第１

３号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第６項中「１日」を「１時間」に改め、同条第７項中「パートタイ

ム会計年度任用職員」の次に「（次条の規定の適用を受けるものを除く。）」

を加え、同条第８項中「休日勤務手当」の次に「、夜間勤務手当」を加える。  

 第６条第１項中「この条」の次に「及び次条」を、「休日勤務手当」の次

に「、夜間勤務手当」を加え、同条第３項中「フルタイム会計年度任用職員」

の次に「（次条の規定の適用を受けるものを除く。）」を加え、同条第４項

中「休日勤務手当」の次に「、夜間勤務手当」を加え、「パートタイム会計

年度任用職員にあっては」及び「、フルタイム会計年度任用職員にあっては

一般職の常勤職員の例により」を削り、同条の次に次の１条を加える。  

 （給料の額の特例）  

第６条の２ 第４条の規定は、特殊な専門的知識を必要とする業務に従事す

るパートタイム会計年度任用職員又はフルタイム会計年度任用職員であっ

て市規則で定めるものに対する給料の額について準用する。  

   附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

 

提案理由  

会計年度任用職員に対して夜間勤務手当を支給することができるように

したいので、この案を提出する。 
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議案第２０号  

上尾市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について  

 上尾市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

   上尾市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を改正す

る条例  

 上尾市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和３０年上尾市

条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

 題名を次のように改める。  

   上尾市職員の分限に関する条例  

 第１条中「第２８条第３項」を「第２７条第２項、第２８条第３項及び第

４項並びに第２９条の２第２項」に改め、「基づき」の次に「、職員（条件

付採用期間中の職員及び臨時的に任用された職員（以下この条及び第７条に

おいて「条件付採用期間中の職員等」という。）を除く。以下この条から第

６条までにおいて同じ。）の意に反する降給（当該職員の号給を同一の職務

の級の下位の号給に変更することをいう。以下この条から第３条までにおい

て同じ。）の事由」を加え、「及び休職」を「、休職及び降給」に改め、

「効果」の次に「、失職の特例並びに条件付採用期間中の職員等の分限」を

加える。  

 第５条を第８条とし、第４条を第５条とし、同条の次に次の２条を加える。  

 （失職の特例）  

第６条 任命権者は、禁錮の刑に処せられた職員のうち、その刑に係る罪が

過失によるものであり、かつ、その刑の執行を猶予された者については、

情状を考慮して特に必要があると認めるときは、その職を失わないものと

することができる。  

２ 前項の規定によりその職を失わないものとされた職員がその刑の執行猶

予の言渡しを取り消されたときは、当該取消しの日にその職を失う。  

 （条件付採用期間中の職員等の分限）  
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第７条 任命権者は、条件付採用期間中の職員等が次の各号のいずれかに該

当する場合でなければ、その意に反してこれを降任し、又は免職すること

ができない。  

 (1) 勤務実績がよくない場合  

 (2) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場

合  

 (3) 前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合  

 (4) 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により過員を生じた場合  

２ 前項各号のいずれかに該当するものとして条件付採用期間中の職員等を

降任し、又は免職する場合においては、その旨を記載した書面を当該条件

付採用期間中の職員等に交付して行わなければならない。  

 第３条を第４条とする。  

 第２条の見出し中「及び休職」を「、休職及び降給」に改め、同条に次の

１項を加える。  

２ 職員の意に反する降任、免職、休職又は降給の処分は、その旨を記載し

た書面を当該職員に交付して行わなければならない。  

 第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。  

 （降給の事由）  

第２条 任命権者は、職員の勤務実績がよくない場合として規則で定める場

合において、必要があると認めるときは、当該職員を降給するものとする。  

   附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

提案理由  

職員の意に反する降給の事由及び失職の特例並びに条件付採用期間中の

職員及び臨時的に任用された職員の分限に関する規定を新たに設けたいの

で、この案を提出する。 
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議案第２１号  

上尾市職員の服務の宣誓に関する条例及び学校職員の服務の宣誓に関

する条例の一部を改正する条例の制定について  

 上尾市職員の服務の宣誓に関する条例及び学校職員の服務の宣誓に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

   上尾市職員の服務の宣誓に関する条例及び学校職員の服務の宣誓に関

する条例の一部を改正する条例  

（上尾市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）  

第１条 上尾市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和３０年上尾市条例第２

４号）の一部を次のように改正する。  

  第２条に次の１項を加える。  

 ２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務

の宣誓については、前項の規定にかかわらず、任命権者は、別段の定め

をすることができる。  

（学校職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）  

第２条 学校職員の服務の宣誓に関する条例（昭和３０年上尾市条例第２４

号）の一部を次のように改正する。  

  第２条中「、任命権者」の次に「（地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和３１年法律第１６２号）第３７条第１項に規定する県費負担

教職員にあっては、上尾市教育委員会。以下同じ。）」を加え、同条に次

の１項を加える。  

 ２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務

の宣誓については、前項の規定にかかわらず、任命権者は、別段の定め

をすることができる。  

   附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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提案理由  

  常勤職員と異なる任用の特性を踏まえ、会計年度任用職員の服務の宣誓

の方法を改めたいので、この案を提出する。  
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議案第２２号  

上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例の制定について  

 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

   上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例  

 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

 別表第１の４９の項中「１００，０００円」を「１５０，０００円」に改

める。  

   附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

職員のメンタルヘルス対策の一環として産業医の職務を充実させること

に伴い、産業医の報酬の上限額を引き上げたいので、この案を提出する。
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議案第２３号  

新型コロナウイルス感染症の影響に対応するための関係条例の整備に

関する条例の制定について  

 新型コロナウイルス感染症の影響に対応するための関係条例の整備に関す

る条例を次のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

   新型コロナウイルス感染症の影響に対応するための関係条例の整備に

関する条例  

 （市長及び副市長の給与等に関する条例の一部改正）  

第１条 市長及び副市長の給与等に関する条例（昭和４４年上尾市条例第２

号）の一部を次のように改正する。  

  第２条中「、地域手当」を削る。  

  第４条の２を削る。  

  第４条の３の見出し中「及び地域手当」を削り、同条第１項中「第４条」

を「前条」に改め、「及び地域手当」を削り、同条第２項中「及び地域手

当の支給」を「の支給」に、「給料及び地域手当の一時差止処分」を「給

料の一時差止処分」に改め、同条第３項中「及び地域手当」を削り、同条

第４項中「給料及び地域手当の一時差止処分」を「給料の一時差止処分」

に改め、同条第５項中「給料及び地域手当の一時差止処分」を「給料の一

時差止処分」に、「及び地域手当の支給」を「の支給」に改め、同条第６

項中「給料及び地域手当の一時差止処分」を「給料の一時差止処分」に改

め、同条を第４条の２とする。  

  第４条の４（見出しを含む。）中「及び地域手当」を削り、同条を第４

条の３とする。  

  第５条第２項中「及び地域手当の月額の合計額と、その合計額」を「の

月額と、その額」に改める。  

  第５条の２第２項中「第４条の３第２項」を「第４条の２第２項」に改

め、同条第４項中「第４条の３第４項から第６項」を「第４条の２第４項

から第６項」に改める。  

 （教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正）  
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第２条 教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和４４年上尾市条例第

５号）の一部を次のように改正する。  

  第２条中「、地域手当」を削る。  

  第４条の２を削る。  

  第５条第２項中「及び地域手当の月額の合計額と、その合計額」を「の

月額と、その額」に改める。  

 （上尾市職員及び市長等の給与の臨時特例に関する条例の一部改正）  

第３条 上尾市職員及び市長等の給与の臨時特例に関する条例（平成２５年

上尾市条例第２９号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第１項中「この条例の施行の日から平成２５年１２月３１日」を

「令和３年４月１日から令和４年３月３１日」に改め、「受ける職員」の

次に「（職務の級が５級以上である者に限る。以下同じ。）」を加え、「

（上尾市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１９年上尾

市条例第５号）附則第６項から第８項までの規定による給料を含む。以下

同じ。）」を削り、「、次の表の左欄に掲げる職員及び同表の中欄に掲げ

る職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合（以下「支給減

額率」という。）」を「１００分の２」に改め、同項の表を削り、同条第

２項中「おいては、」の次に「職員に対して」を加え、同項第１号中「当

該職員の支給減額率」を「１００分の２」に改め、同項第３号中「第４項

まで」の次に「及び第６項」を加え、「ウまで」を「エまで」に改め、同

号ア中「第１号」の次に「から第３号まで」を加え、同号イ中「及び第１

号」を「並びに第１号及び第２号」に改め、同号に次のように加える。  

   エ 給与条例第１７条第６項 第２号に定める額に１００分の８０を

乗じて得た額  

  第２条第２項中第３号を第５号とし、第２号を第４号とし、第１号の次

に次の２号を加える。  

  ( 2 ) 期末手当 当該職員の給料月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額（以下この号及び次号において「特例基礎額」という。）に、

特例基礎額に給与条例第１６条の２第５項に規定する割合を乗じて得

た額を加算した額に、１００分の１２７．５を乗じて得た額に、同条

第２項各号に定める割合を乗じて得た額に１００分の２を乗じて得た
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額  

  ( 3 ) 勤勉手当 当該職員の特例基礎額に、特例基礎額に給与条例第１６

条の５第３項において準用する給与条例第１６条の２第５項に規定す

る割合を乗じて得た額を加算した額に、給与条例第１６条の５第２項

に規定する割合を乗じて得た額に１００分の２を乗じて得た額  

  第２条第３項中「おいては、」の次に「職員の」を加え、「１６」を「

１９」に、「当該職員の支給減額率」を「１００分の２」に改める。  

  第３条中「おいては、」の次に「職員に対する」を加え、「（同条例第

５条第２項において準用する場合を含む。）」を削る。  

  第４条中「おいては、」の次に「職員に対する」を加え、「（同条例第

５条第２項において準用する場合を含む。）」を削る。  

  第５条を削る。  

  第６条第１項中「、市長にあっては１００分の１５を、副市長にあって

は１００分の１０」を「１００分の７」に改め、同条第２項中「地域手当

の支給」を「期末手当の支給」に、「地域手当の月額」を「期末手当の額」

に、「、市長にあっては１００分の１５を、副市長にあっては１００分の

１０」を「１００分の７」に改め、同条を第５条とする。  

  第７条第１項中「１００分の１０」を「１００分の７」に改め、同条第

２項中「地域手当の支給」を「期末手当の支給」に、「地域手当の月額」

を「期末手当の額」に、「１００分の１０」を「１００分の７」に改め、

同条を第６条とする。  

  第８条を第７条とする。  

   附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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提案理由  

新型コロナウイルス感染症の影響に対応するため、市長、副市長及び教

育長に支給する地域手当を廃止するとともに、職員並びに市長、副市長及

び教育長の給与について、期間を定めて減額支給したいので、この案を提

出する。
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議案第２４号  

市長の給料及び教育委員会教育長の給料の減額支給に関する条例の制

定について  

市長の給料及び教育委員会教育長の給料の減額支給に関する条例を次のよ

うに定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

市長の給料及び教育委員会教育長の給料の減額支給に関する条例  

第１条 令和３年４月分から同年６月分までの市長の給料は、市長及び副市

長の給与等に関する条例（昭和４４年上尾市条例第２号）第３条の規定に

かかわらず、同条第１号に定める給料の月額から、新型コロナウイルス感

染症の影響に対応するための関係条例の整備に関する条例（令和３年上尾

市条例第  号）第３条の規定による改正後の上尾市職員及び市長等の給

与の臨時特例に関する条例（平成２５年上尾市条例第２９号。次条におい

て「改正後の臨時特例条例」という。）第５条第１項に規定する額のほか、

当該給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額に相当する額を減じて支

給する。ただし、手当の算出の基礎となる給料の月額は、同号に定める額

とする。  

第２条 令和３年４月分の教育委員会教育長の給料は、教育委員会教育長の

給与等に関する条例（昭和４４年上尾市条例第５号）第３条の規定にかか

わらず、同条に定める給料の月額から、改正後の臨時特例条例第６条第１

項に規定する額のほか、当該給料の月額に１００分の５を乗じて得た額に

相当する額を減じて支給する。ただし、手当の算出の基礎となる給料の月

額は、教育委員会教育長の給与等に関する条例第３条に定める額とする。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ 第１条の規定は、この条例の施行の日以後に市長が新たに就任した場合

にあっては、当該市長に対しては適用しない。  

３ 第２条の規定は、この条例の施行の日以後に教育委員会教育長が新たに
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任命された場合にあっては、当該教育委員会教育長に対しては適用しない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

市長の小敷谷地内フェンスブロック擁壁撤去・新設工事における不適正

な事務執行の管理監督責任並びに市長及び教育長の少額随意契約における

不適正な事務執行の管理監督責任として、市長及び教育長の給料を減額し

たいので、この案を提出する。 
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議案第２５号 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３７年上尾市条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

附則第２項中「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の

政令（令和２年政令第１１号）第１条に規定するもの」を「病原体がベータ

コロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から

世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告された

ものに限る。）である感染症」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の廃止に

伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提出する。 
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議案第２６号 

上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

上尾市手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３条第６号中「第１１条の４第１項」を「第１１条の３第１項」に改め

る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

建築基準法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行いたいので、こ

の案を提出する。 
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議案第２７号  

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定

について  

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例  

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。  

別表第２中５３の項を５５の項とし、２５の項から５２の項までを２項ず

つ繰り下げ、同表の２４の項の次に次のように加える。  

２５ 法第６０条の２の２第１

項第２号又は第２項の規定に

基づく建築物の建蔽率の最高

限度又は壁面の位置の特例の

許可の申請に対する審査  

居住環境向上用途誘導

地区内における建築物

の建蔽率の最高限度又

は壁面の位置の特例許

可申請手数料  

１件につき  

１６万円  

２６ 法第６０条の２の２第３

項ただし書の規定に基づく建

築物の高さの最高限度の特例

の許可の申請に対する審査  

居住環境向上用途誘導

地区内における建築物

の高さの最高限度の特

例許可申請手数料 

１件につき  

１６万円  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

 

 

提案理由 

建築基準法の一部改正に伴い、居住環境向上用途誘導地区内における特

例の許可の申請に係る手数料を定めたいので、この案を提出する。
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議案第２８号 

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴

収条例及び上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収

条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴収条

例及び上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴

収条例及び上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収

条例の一部を改正する条例 

 （上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴収

条例の一部改正） 

第１条 上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料

徴収条例（平成２８年上尾市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

別表１の項手数料の金額の欄第１号中「第２９条第３項」を「第３４条

第３項」に、「第３０条第１項」を「第３５条第１項」に、「第３１条第

１項」を「第３６条第１項」に改め、同号ア中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、

(ｴ )を (ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ア (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０

００平方メートル」に改め、同号ア中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加

える。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの １万９，０００円  

別表１の項手数料の金額の欄第１号イ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号イ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号イ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの ９，５００円  

別表１の項手数料の金額の欄第２号ア中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を
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(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ア (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号ア中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの ３３万４，０００円  

別表１の項手数料の金額の欄第２号イ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号イ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号イ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの １３万円  

別表１の項手数料の金額の欄第３号ア中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ア (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号ア中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの １６万７，０００円  

別表１の項手数料の金額の欄第３号イ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号イ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号イ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの ６万５，０００円  

別表２の項事務の種類の欄中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」

に改め、同項手数料の金額の欄第１号中「第３０条第１項各号」を「第３

５条第１項各号」に改め、同号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を (ｵ )と

し、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ウ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加える。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの １万９，０００円  

別表２の項手数料の金額の欄第３号中カをキとし、オをカとし、エをオ
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とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの ３３万４，０００円  

別表２の項手数料の金額の欄第４号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの １３万円  

別表３の項事務の種類の欄中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」

に、「第３０条第２項」を「第３５条第２項」に改め、同項手数料の金額

の欄第２号イ中「第３０条第４項」を「第３５条第４項」に改める。  

別表４の項事務の種類の欄中「第３１条第１項」を「第３６条第１項」

に改め、同項手数料の金額の欄第１号中「第３０条第１項各号」を「第３

５条第１項各号」に改め、同号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を (ｵ )と

し、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ウ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加える。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの ９，５００円  

別表４の項手数料の金額の欄第３号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの １６万７，０００円  

別表４の項手数料の金額の欄第４号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの ６万５，０００円  

別表５の項中「第３１条第１項」を「第３６条第１項」に、「第３０条

第２項」を「第３５条第２項」に改める。  
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別表６の項事務の種類の欄中「第３６条第１項」を「第４１条第１項」

に改め、同項手数料の金額の欄第１号中「第２条第３号」を「第２条第１

項第３号」に改め、同号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を (ｵ )とし、 (ｳ )を

(ｴ )とし、同号ウ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００平方メート

ル」に改め、同号ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加える。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの １万９，０００円  

別表６の項手数料の金額の欄第４号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの ３３万４，０００円  

別表６の項手数料の金額の欄第５号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの １３万円  

別表７の項手数料の金額の欄第１号中「第２９条第３項」を「第３４条

第３項」に、「第３０条第１項」を「第３５条第１項」に、「第３１条第

１項」を「第３６条第１項」に改め、カをキとし、オをカとし、エをオと

し、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方メ

ートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの ９，５００円  

別表７の項手数料の金額の欄第２号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方

メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの １６万７，０００円  

別表７の項手数料の金額の欄第３号中カをキとし、オをカとし、エをオ

とし、ウをエとし、同号イ中「３００平方メートル」を「１，０００平方
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メートル」に改め、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。  

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの ６万５，０００円  

（上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例の一部改

正） 

第２条 上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例（平

成２５年上尾市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

別表１の項手数料の金額の欄第１号ウ (ｱ )中「 (ｶ )まで」を「 (ｷ )まで」に改

め、同号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を (ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ウ

(ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００平方メートル」に改め、同号

ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加える。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの １万９，０００円  

別表１の項手数料の金額の欄第２号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ウ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの １４万５，０００円  

別表１の項手数料の金額の欄第２号エ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号エ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号エ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの ３１万７，０００円  

別表１の項手数料の金額の欄第２号オ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号オ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号オ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの １１万８，０００円  
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別表３の項手数料の金額の欄第１号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ウ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの ９，５００円  

別表３の項手数料の金額の欄第２号ウ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号ウ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号ウ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの ７万２，５００円  

別表３の項手数料の金額の欄第２号エ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号エ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号エ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの １５万８，５００円  

別表３の項手数料の金額の欄第２号オ中 (ｶ )を (ｷ )とし、 (ｵ )を (ｶ )とし、 (ｴ )を

(ｵ )とし、 (ｳ )を (ｴ )とし、同号オ (ｲ )中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同号オ中 (ｲ )を (ｳ )とし、 (ｱ )の次に次のように加え

る。  

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え、１，０００平

方メートル以内のもの ５万９，０００円  

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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提案理由 

建築物エネルギー消費性能適合性判定等に係る手数料の区分を見直すほ

か、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正に伴う所

要の改正を行いたいので、この案を提出する。
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議案第２９号 

上尾市国民健康保険出産費資金貸付事業条例を廃止する条例の制定に

ついて 

上尾市国民健康保険出産費資金貸付事業条例を廃止する条例を次のように

定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市国民健康保険出産費資金貸付事業条例を廃止する条例 

上尾市国民健康保険出産費資金貸付事業条例（平成１３年上尾市条例第２

７号）は、廃止する。 

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による廃止前の上尾市国民健康保険出産費資金貸付事業条例の

規定により貸し付けられた資金（同条例第１条に規定する資金をいう。）

の貸付期間、償還方法等については、同条例第９条から第１１条までの規

定は、なおその効力を有する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

出産育児一時金の支給に係る制度の拡充により、出産育児一時金の支給

対象となる出産費の支払に係る資金の貸付けは一定の役割を終えたため、

当該貸付けに係る制度及び基金を廃止したいので、この案を提出する。
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議案第３０号 

上尾市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

上尾市国民健康保険条例（昭和３４年上尾市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第８条第２項を削る。 

 附則第２項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第

３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を

「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中

華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが

新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改める。 

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（上尾市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例の廃止）  

２ 上尾市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例（昭和６１年上尾市条

例第５号）は、廃止する。  

（上尾市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例の廃止に伴う経過措置）  

３ 前項の規定による廃止前の上尾市国民健康保険高額療養費資金貸付基金

条例の規定により貸し付けられた資金（同条例第１条に規定する資金をい

う。）の貸付け期間及び償還等については、同条例第８条から第１０条ま

での規定は、なおその効力を有する。  
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提案理由  

高額療養費の支給に係る制度の拡充により、高額療養費の支給対象とな

る療養費の支払に係る資金の貸付けは一定の役割を終えたため、当該貸付

けに係る制度及び基金を廃止したいので、この案を提出する。 
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議案第３１号  

上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例の一部を改正する条例の制定

について  

上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例の一部を改正する条例  

上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例（平成２２年上尾市条例第９号）

の一部を次のように改正する。  

 題名を次のように改める。  

   上尾市一般廃棄物処理施設建設等基金条例  

 第１条中「の建設」の次に「、改修その他の整備（第６条において「建設

等」という。）」を加え、「上尾市一般廃棄物処理施設建設基金」を「上尾

市一般廃棄物処理施設建設等基金」に改める。  

 第６条中「建設」を「建設等」に改める。  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

上尾市西貝塚環境センターの老朽化対策に要する経費の財源として、上

尾市一般廃棄物処理施設建設基金を充てたいので、この案を提出する。 
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議案第３２号  

上尾市立学校設置条例の一部を改正する条例の制定について  

上尾市立学校設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

上尾市立学校設置条例の一部を改正する条例  

上尾市立学校設置条例（昭和３９年上尾市条例第１１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第１条中「幼稚園、」を削る。  

第２条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。  

附 則  

 （施行期日）  

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 （上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例の廃止）  

第２条 上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例（平成２７年上尾市条

例第１２号）は、廃止する。  

 （上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例の廃止に伴う経過措置）  

第３条 この条例の施行前に上尾市立幼稚園で受けた子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項若しくは第２８条第１項第１

号の規定による特定教育・保育（教育に限る。）又は同項第３号の規定に

よる特別利用教育に対する利用者負担額の徴収については、なお従前の例

による。  

 （上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する条例の一部改正）  

第４条 上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例（昭和４３年上尾市条例第７号）の一部を次のように改正す

る。  

  第１条中「幼稚園、」を削る。  
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提案理由  

  上尾市立平方幼稚園の園児数の減少及び市内民間幼稚園・認定こども園

の配置状況等、上尾市立平方幼稚園を取り巻く状況を総合的に勘案して同

幼稚園を廃止したいので、この案を提出する。 
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議案第３３号  

上尾市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について  

上尾市立保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

上尾市立保育所条例の一部を改正する条例  

上尾市立保育所条例（平成２７年上尾市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。  

附則第４項を附則第３項とする。  

別表中５の項及び６の項を削り、７の項を５の項とし、８の項から１３の

項までを２項ずつ繰り上げ、同表１４の項中「８０人」を「１１０人」に改

め、同項を同表１２の項とし、同表１５の項を同表１３の項とする。  

附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  上尾市立しらこばと保育所及び上尾市立西上尾第二保育所の耐震診断等

の結果を踏まえ、両保育所を廃止するとともに、上尾市立上平保育所の利

用定員を増やし、児童の受入れ体制を整備するほか、所要の改正を行いた

いので、この案を提出する。
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議案第３４号  

上尾市要介護高齢者手当支給条例の一部を改正する条例の制定につい

て  

上尾市要介護高齢者手当支給条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

上尾市要介護高齢者手当支給条例の一部を改正する条例  

上尾市要介護高齢者手当支給条例（昭和４７年上尾市条例第３４号）の一

部を次のように改正する。  

 第３条第１項第１号中「生計中心者」を「構成員の全て」に、「３月」を

「７月」に、「所得税」を「市町村民税」に改める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の上尾市要介護高齢者手当支給条例の規定は、令

和３年４月以後の月分の手当（同条例第１条に規定する手当をいう。以下

同じ。）の支給について適用し、同年３月以前の月分の手当の支給につい

ては、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

要介護高齢者手当の支給要件を改めたいので、この案を提出する。
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議案第３５号 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例 

上尾市介護保険条例（平成１２年上尾市条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第１項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各年

度」に改め、同項第１号中「１７，５９６円」を「２０，１７０円」に改め、

同項第２号中「２４，６３５円」を「２８，２３９円」に改め、同項第３号

中「４１，０５９円」を「４７，０６５円」に改め、同項第４号中「４８，

６８４円」を「５５，８０５円」に改め、同項第５号中「５８，６５６円」

を「６７，２３６円」に改め、同項第６号中「６６，２８１円」を「７５，

９７６円」に改め、同号ア中「いう。以下この項において同じ。）（」を

「いい、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得及び同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額に

ついては、同法第２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５

条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から１０万円を控除し

て得た額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、」

に改め、「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を、「得

た額」の次に「とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零」を加え、

同項第７号中「７３，３２０円」を「８４，０４５円」に改め、同号ア中

「２００万円」を「２１０万円」に改め、同項第８号中「８７，９８４円」

を「１００，８５４円」に改め、同号ア中「３００万円」を「３２０万円」

に改め、同項第９号中「９９，７１５円」を「１１４，３０１円」に改め、

同項第１０号中「１０８，５１３円」を「１２４，３８６円」に改め、同項

第１１号中「１１７，３１２円」を「１３４，４７２円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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 （経過措置）  

２ この条例による改正後の上尾市介護保険条例第５条第１項の規定は、令

和３年度以後の年度分の介護保険の保険料について適用し、令和２年度以

前の年度分の当該保険料については、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

令和３年度から令和５年度までの間における介護保険料の額を定めるほ

か、所要の規定の整備を行いたいので、この案を提出する。 
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議案第３６号 

上尾市介護予防・生活支援サービス事業手数料条例を廃止する条例の

制定について 

上尾市介護予防・生活支援サービス事業手数料条例を廃止する条例を次の

ように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔     

上尾市介護予防・生活支援サービス事業手数料条例を廃止する条例 

上尾市介護予防・生活支援サービス事業手数料条例（平成２９年上尾市条

例第１０号）は、廃止する。  

附 則  

この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

介護予防・生活支援サービス事業の実施について、委託による実施から

指定事業者による実施に変更することに伴い、利用者が利用料を直接指定

事業者に支払うことになることから、手数料条例を廃止したいので、この

案を提出する。
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